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Ⅲ.資料編 



資料編１〄プロフィール 
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当行 

29.7% 

メガバンク等 

19.0% 

信用金庫 

40.2% 

地銀(当行除く） 

11.1% 

当行 

30.5% メガバンク等 

31.9% 

信用金庫 

32.9% 
地銀(当行除く） 

4.7% 

貸出金 

預金〒譲渡性預金 

京都銀行の概要 京都府内シェア（２０２3／３） 
（銀行、信用金庫、信用組合に占めるシェア） 

（2023年3月末現在） 

項目 計数等 

創立 １９４１年１０月 

総資産 １１兆１７６億円 

預金〒NCD ９兆１〃０４６億円 

貸出金 ６兆３〃０５９億円 

資本金 ４２１億円 

有価証券評価損益 ７〃２０４億円 

自己資本比率 
（国内基準々規制改正早期適用済） 

連結 〆 １３〄５１％ 
単体 〆 １２〄９７％ 

格付 
Ｒ＆Ｉ 〆  
Ｓ＆Ｐ 〆 

： 
：〓 

従業員数（出向者を除く） ３〃３０３人 

拠点数（※） 
１９８か所 

（本支店１７４、専門拠点２４） 

海外拠点（駐在員事務所） 香港、上海、大連、バンコク 

※「相続々資産承継ご相談プラザ京都南（23年4月開設）」を含む 
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々京都銀行に改称 
々本店を京都市に移転 
 

々丹和銀行創立 
 本店〆福知山 

京都市内では中小企業の 
資金難が課題 

第
二
部
に
上
場 

京
都 

大
阪 

滋
賀 

奈
良 

兵
庫 

愛
知 

東
京 

計 

2000.3 105 9 0 0 0 0 1 115 

2020.3 111 31 14 7 8 2 1 174 

地元本店銀行 
として地位確立 

広域型地方銀行 

として成長加速 

昭和 平成 

従業員数 

2000.3 2,862 

2020.3 3,440 

店
舗
網
拡
充 

人
的
資
本

の
拡
充 

成長のための 
先行投資 

戦後復興       高度成長々安定成長 

ベンチャー企業の台頭とその後の急成長 

 グローバル化       人口減少々低成長 

金融再編 
デジタル社会 

バブル 
崩壊 

リーマン 
ショック 

＋51％ 

＋20％ 

１
９
４
１
年
丹
和
銀
行
創
立 

１
９
５
０
年
京
都
府
本
金
庫
事
務
受
託 

１
９
５
１
年
京
都
銀
行
に
改
称 

１
９
５
３
年
本
店
を
京
都
市
に
移
転 

１
９
８
４
年
東
京
々
大
阪
両
証
券
取
引
所 

１
９
７
３
年
京
都
証
券
取
引
所
に
上
場 

１
９
８
６
年
同
第
一
部
に
指
定
替
え 

１
９
９
９
年
当
行
初
の
赤
字
決
算 

２
０
１
８
年
信
託
業
務
へ
銀
行
本
体
参
入 

２
０
１
７
年
京
銀
証
券
開
業 

２
０
０
０
年
滋
賀
県
初
進
出
々
草
津
支
店 

資料編２〄沿革（概略〆創立～平成期） 



40 

サステナビリティ経営推進体制 

ガバナンス体制の強化 （2023年5月末現在） 

   監査役 ４名 うち   

取締役会 監査役会 

取締役会／常務会 

サステナビリティ経営推進委員会 
 
 

 

 

報告 

本部各部・営業店・グループ会社 

 
 

 

 

京都銀行グループとしての 
サステナビリティ（ＳＤＧｓ） 

行員一人ひとりの 
サステナビリティ（ＳＤＧｓ） 

相互連携 

出席 

出席 

監査役 

委員長〆専務取締役（代表取締役）  
副委員長〆本部各部室を担当する役付取締役 

     および 役付執行役員  

委員  〆本部各部室長 

事務局〆経営企画部 

資料編3〄コーポレートガバナンス 

取締役 ８名 うち   独立社外取締役  

  ３名 

女性取締役  

  ３名 

独立社外監査役  

  ２名 

女性監査役  

  １名 



資料編4〄預金々譲渡性預金（主体々エリア別） 
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21,756  21,831  21,337  
24,428  26,751  27,453  

44,670  46,244  48,013  

51,035  

53,859  
55,891  

8,984  
9,409  8,405  

7,178  

7,069  
5,817  

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 
主体別 預金・譲渡性預金（平残） 

57,484 58,920 60,595 
66,200 

71,091 73,489 

7,576 
8,047 

8,414 

8,775 

9,353 
9,544 

3,319 
3,502 

3,718 

4,100 

4,417 
4,633 

7,030 
7,015 5,027 

3,566 

2,817 
1,495 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 
エリア別 預金・譲渡性預金（平残） 

２０２２年度実績 （前年度比） 
法人〒702億円、個人〒2,031億円、公金他△1,251億円 

77,756 

89,162 

75,411 77,756 

89,162 

75,411 
77,485 77,485 

82,642 82,642 

預金・譲渡性預金平残の推移 

法人 

個人 

公金他 

京都 

大阪々兵庫 

滋賀々奈良 

東京々愛知 87,680 

２０２２年度実績 （前年度比） 
京都〒2,398億円、大阪々兵庫〒191億円、 
滋賀々奈良〒215億円、東京々愛知△1,322億円 

87,680 



資料編5〄貸出金（主体々エリア別） 
 

42 

28,153 29,321 30,333 
33,524 33,704 34,025 

10,070 
10,785 

11,109 

11,707 12,198 12,884 4,357 
4,757 

5,009 

5,293 5,474 
5,705 

7,778 

8,690 
9,041 

9,902 9,393 
9,509 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

エリア別 貸出金（平残） 

２０２２年度実績 （前年度比） 
法人〒1,241億円、個人〒58億円、公共〒52億円 

30,151  32,056  33,145  
37,867  38,192  39,433  

14,769  
15,544  

16,088  

16,335  16,448  
16,506  5,439  

5,955  
6,260  

6,226  6,131  
6,183  

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

主体別 貸出金（平残） 

55,494 

62,124 

50,359 

55,494 

62,124 

50,359 

53,555 53,555             

60,428 60,428 

 貸出金平残の推移 

法人 

個人 

公共 

京都 

大阪々兵庫 

滋賀々奈良 

東京々愛知 

（億円） 

60,771 

２０２２年度実績 （前年度比） 
京都〒320億円、大阪々兵庫〒685億円、 
滋賀々奈良〒230億円、東京々愛知〒116億円 

60,771 

（億円） 



38 34 35 35 39 

228 213 200 194 189 

316 
311 310 305 307 

74.99 

68.91 
65.45 

59.17 60.75 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

（億円） 583 
559 

546 

物件費 

63.52 

62.24 

61.60  

64.17 

58.88 

53.29 

52.79 

50

52

54

56

58

60

62

64

19年度 20年度 21年度 22年度 

（△8.24％） 

（△16.95％） 

資料編6〄経費とOHR 

43 

経費とＯＨＲの推移(単体) 日本銀行の特別当座預金制度に基づくＯＨＲ 

535 

（注）日本銀行「地域金融強化のための特別当座預金制度」に基づくOHR（連結） 

連結経費（減価償却費等を除く） 

連結業務粗利益（国債等債券売却損益等を除く） 

基準値（＝19年度実績） 

（△1％） 

（  ）は19年度対比改善率 

＝ ×100（％） 

（△3％） 

（％） 

人件費 

税金 

実績 

OHR 

536 

（※）ヘッジ取引を調整した場合 

（※） 

（△4％） 

（△17.73％） 

各年度の 
クリア基準 



資料編７〄統合リスク管理 
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4,570  

1,080 

422  

0 

0 

1,140 

625  

90 

60  

130 

130 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

7,622

2,376

0

3,000

6,000

9,000

 消費性与信の信用リスク量 
保有期間１年 信頼係数99％ 

銀行勘定の金利リスク（２０２３年３月末） 

Δ ＥＶＥ 自己資本 Δ ＥＶＥ／自己資本

９１億円 ４，５８０億円 ２．０％

リスク量 
（２０２３年３月末基準） 

（億円） 

配賦原資※ 

 

バッファー ２〃１３０億円 

市場リスクVaR 
 (除く政策投資株式) 
  〆バンキング 
   保有期間６か月 
   信頼係数99％ 
  〆トレーディング 
   保有期間１０日 
   信頼係数99％ 

（政策投資株式修正ＶａＲ＝政策投資株式ＶａＲ〓評価損益） 

（億円） 
(２０２３年３月末） 

コ ア 資 本 
（配賦原資） 

資本配賦額 
（２０２２年度下期） 

政策投資株式修正VaR    
保有期間６か月 信頼係数99％ 

事業性与信の信用リスク量  
保有期間１年 信頼係数99％ 

2,４４０億円 

オペレーショナルリスク 
（粗利益配分手法） 

政策投資株式 
評価損益 

政策投資株式 
VaR 

  【統合リスク量の状況】 

  ●２０２２年度下期の資本配賦額は２〃４４０億円、２０２３年３月末の統合リスク量は 
   １〃２３７億円 

  【銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲ；；）】 

  ●２０２３年３月末のΔＥＶＥ（金利ショックに対する経済的価値の減少額）は９１億円、 

       自己資本に対する比率は２.０％ 

1,２３７億円 

々市場リスク、信用リスク 
 （配賦額超過時等臨時         
  突発的な事態に使用） 
々計測できないリスク 
々新規業務に対するリスク 
々戦略リスク等 

※２０２２年度下期計画策定時点 
      における２０２３年３月末予想値 

自己資本に対するΔＥＶＥの比率は２０％以内となっている 

統合リスク量の状況（２０２３年３月末） 



資料編８〄グループ会社の状況 
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 連結子会社・関連会社 

 連結損益 

＜子会社＞ 業務内容 

 烏丸商事（株） 
 不動産管理々賃貸業務、当行役職員への商品等斡旋業務、 
 ECモールの運営 

 京都信用保証サービス（株）  信用保証業務 

 京銀リース々キャピタル（株）  リース業務、投資業務 

 京都クレジットサービス（株）  クレジットカード業務（DC） 

 京銀カードサービス（株）  クレジットカード業務（JCB、ダイナース） 

 （株）京都総合経済研究所  経済調査々研究業務、経営相談業務 

 京銀証券（株）  証券業務 
 

 

＜関連会社＞ 

 スカイオーシャン々アセットマネジメント（株）  投資運用業務 

（単位〆億円） 

＜連結＞ 
22年度 

＜銀行単体＞ 
22年度 

連結子会社等 
の利益反映分 

連結粗利益 935 883 52 

連結経常利益 381 355 26 

親会社株主に帰属する当期純利益 272 256 15 
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LTV（Life Time Value)の最大化 

=   単価   x   取引頻度   x   取引継続期間     -    （ 既存顧客維持コスト  +  新規顧客獲得コスト ） 

創業期 成長期 安定期 成熟期 

事業継承支援 

DX々サステナビリティ（脱炭素々BCPなど） 支援 

M&A 

販路拡大支援々海外ビジネス支援々人材紹介 

創業支援 (ファンド) 事業再生々経営改善支援 

Time 

さまざまなファイナンス と コンサルティングメニュー (事業会社) 

ファイナンス々リース 

生産性革新々 

店舗チャネル刷新々DX 
営業エリアの拡大 

資料編９.これまでも、これからも、「ながーーーい、おつきあい。」 

ご参考     ながーーーい、おつきあい 法人イメージ  


